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調 査 研 究 種 目

１．■行政研究 □課題研究

     □共同研究（共同機関名： ）

     □受託研究（委託機関名： ）

２．■基礎研究 □応用研究 □開発研究

３．□重点研究      □推奨研究 □ＩＳＯ推進研究

福岡県総合計画

大項目：誰もが元気で健康に暮らせること

中項目：生涯を通して健康で過ごせる社会をつくる

小項目：健康被害の防止

福岡県環境総合ビジョン（第
三次福岡県環境総合基本計
画）※環境関係のみ

柱 ：
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キ ー ワ ー ド ① 感染症発生動向調査 ②ウイルス ③遺伝子検査 ④遺伝子解析

研 究 の 概 要

１）調査研究の目的及び必要性

感染症発生動向調査事業は感染症法に基づいて行われる厚生労働省の感染症対策事業である。当所は、福岡市及び

北九州市を除く福岡県域の病原体検出を行っている。年間の検査検体数は 件以上である。ウイルス検査の対象疾

患は主にインフルエンザ、感染性胃腸炎、手足口病、ヘルパンギーナ、咽頭結膜熱、流行性角結膜炎及び無菌性髄膜

炎等である。検出されるウイルスは主にインフルエンザウイルス、アデノウイルス、ノロウイルス、エンテロウイル

ス等である。これらのウイルスについて最新の検査体制を構築し知見を広めることは公衆衛生に寄与する。さらに、

健康危機管理発生時の迅速な対応に活用できる。本研究は従来、検出・解析困難とされてきたウイルス及び新型ウイ

ルスを研究対象とし、その検査技術及び解析技術を向上させ、それぞれのウイルスの解析を行うことを目的とする。

２）調査研究の概要

平成 年度 アデノウイルス検査法の導入及び検討

平成 年度 新型ノロウイルス 解析法の構築および応用

平成 年度 コクサッキーウイルス 型の解析及び総括

３）調査研究の達成度及び得られた成果（できるだけ数値化してください。）

新規アデノウイルス検査法として分離培養法、リアルタイム 法及び 検査法を導入し、アデノウイルスの検出

率及び解析技術を向上させた。さらに、この技術を応用し下水流入水から世界初報告となる新型アデノウイルスを発

見した。また、 年に出現した新型ノロウイルス の解析法を独自に構築し、市販カキ中のノロウイルス

を解析した。さらに、この技術は、 年に全国規模で発生したきざみのりを介したノロウイルス食中毒事例

に応用され、日本における同時多発的な集団食中毒事例の全容解明に寄与した。また、近年の手足口病の原因である

コクサッキーウイルス 型の解析を行い、手足口病の原因ウイルスが 年周期で変化していることが示唆された。

４）県民の健康の保持又は環境の保全への貢献

感染症に関する最新の知見を広く周知することにより、福岡県内で発生した感染症について県民に対して情報提供

及び注意喚起することができる。本研究の成果は福岡県における感染症の発生予防や対策、健康危機管理発生時の対

応として広く活用できる技術であり、公衆衛生に寄与する。

５）調査研究結果の独創性，新規性

本研究により、新型を含めたアデノウイルスの同定が可能となった。さらに、環境試料への応用により、福岡県に

おけるアデノウイルスの分布を明らかにし、世界初報告となる新型アデノウイルス79型を発見できた。また、2015年
に新たに出現した新型ノロウイルスGII.17のカプシドVP1領域の解析手法を独自に構築し、市販カキ調査に応用し、市

販カキ中の新型ノロウイルスGII.17の分布を初めて明らかにした。また、福岡県における手足口病由来検体を用いて

、コクサッキーウイルス 型の変化を初めて明らかにした。

６）成果の活用状況（技術移転・活用の可能性）

研究成果は論文、学会等において発表した。発表した論文はすでに他の研究者から引用されており、今後も技術が

活用される可能性は高い。

－156－

調査研究終了報告書
研究分野：環境

調 査 研 究 名 水環境中微量有害化学物質の分析法開発と汚染実態の解明に関する研究

～2,2’,4,4’-テトラヒドロキシベンゾフェノン等～

研究者名（所属）

※ ○印：研究代表者

○塚谷裕子、片宗千春、酒谷圭一、熊谷博史、高橋浩司（計測技術課）

飛石和大（廃棄物課）、秦弘一郎、柏原 学、宮脇 崇（水質課）

本 庁 関 係 部 ・ 課 環境部 環境保全課
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福岡県総合計画

大項目：環境と調和し、快適に暮らせること

中項目：快適な生活環境をつくる

小項目：快適な生活環境の形成

福岡県環境総合ビジョン（第
三次福岡県環境総合基本計
画）※環境関係のみ
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テーマ：測定・監視体制の構築と状況の把握、情報の提供
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研 究 の 概 要

１）調査研究の目的及び必要性

2,2’,4,4’-テトラヒドロキシベンゾフェノン(2,2’,4,4’-THBP)は紫外線吸収剤として使用されているが、人の健康及び

生態系に様々な影響を与える可能性があり、内分泌かく乱作用についても懸念されている化学物質である。2,2’,4,4’-
THBPは暴露情報等が不足しており、いまだリスク評価が行われていないのが現状である。そこで本研究では、

2,2’,4,4’-THBP等の新たな高感度分析法を開発し、さらに福岡県内の汚染実態解明を行うことを目的とする。

２）調査研究の概要

2,2’,4,4’-THBPの分析法は開発されておらず、水環境中における存在状況は明らかにされていない。2,2’,4,4’-THBPに
は異性体が存在するため、異性体との分離を検討し、2,2’,4,4’-THBPのみを定量することが可能な分析法の開発を行っ

た。さらに、開発した分析法を用いて県内調査を行い、リスク評価を行った。

３）調査研究の達成度及び得られた成果（できるだけ数値化してください。）

異性体分離条件の検討、固相抽出の検討、河川水及び海水試料を用いた添加回収試験等を行い、河川水及び海水試

料について、2,2’,4,4’-THBPのみを定量可能な分析法を開発した。分析法検出下限値は0.0058 μg/Lであり、環境省要求

検出下限値 0.2 μg/Lを満たすことができた。さらに2,2’,4,4’-THBPは生活排水中に存在する可能性が考えられたため、

終末処理場流入水及び放流水試料に適用できる分析法を開発した。SS(浮遊物質量)の多い流入水は、遠心分離操作で

残渣を除去することで濃度把握が可能となった。

４）県民の健康の保持又は環境の保全への貢献

2,2’,4,4’-THBPの分析法を開発し、福岡県内河川と海域、終末処理場流入水及び放流水の調査を実施し、その濃度を

把握することができた。さらに2,2’,4,4’-THBPの予測無影響濃度(PNEC)を用いてリスク評価を行ったところ、県内調

査地点の2,2’,4,4’-THBP濃度は生態リスクとして「現時点では作業は必要ないと考えられる」レベルであることが示唆

された。2,2’,4,4’-THBP分析法の開発により、化学物質環境実態調査の充実に貢献し、化学物質対策の立案及び環境汚

染の防止に寄与することができた。

５）調査研究結果の独創性，新規性

暴露情報が不足している2,2’,4,4’-THBPの分析法を新たに開発することができ、県内調査を実施することができた。

化学物質環境実態調査では一般環境中の化学物質残留状況が調査され、その結果が行政の化学物質対策に利用されて

いる。本研究で開発した分析法は難揮発性、高極性、熱不安定化合物を直接的に分析できるLC/MSを用いた新規な微

量分析法であり、化学物質環境実態調査の全国調査に用いられている。

６）成果の活用状況（技術移転・活用の可能性）

本研究で開発した分析法は、他県、他機関開発分も含めて分析法開発調査報告書としてまとめられ、環境省より広

く公表される。また、開発された分析法を用いた全国調査が実施され、分析法の評価及び対象化学物質の初期評価が

行われる。全国調査結果は、年度毎に化学物質環境実態調査報告書としてまとめられ公表される。
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